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参 議 院 議 員 福 島 み ず ほ 提 出 災 害 廃 棄 物 及 び 放 射

能 除 染 の 処 理 に 係 る 各 検 討 会 で の 議 事 録 不 作 成

に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 （ 第 五 七 号 ）

参 議 院 議 員 水 野 賢 一 提 出 政 府 が 調 達 す る 電 気 に

関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 （ 第 五 八 号 ）

参 議 院 議 員 水 野 賢 一 提 出 炉 心 損 傷 等 の 定 義 に 関

す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 （ 第 五 九 号 ）

報 告 書 受 領

三 月 十 六 日 内 閣 か ら 、 独 立 行 政 法 人 通 則 法 第 六

十 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ く 平 成 二 十 四 年 特 定 独 立

行 政 法 人 の 常 勤 職 員 数 に 関 す る 報 告 を 受 領 し た 。

ま た 、 同 日 内 閣 か ら 、 地 方 財 政 法 第 三 十 条 の 二

の 規 定 に 基 づ く 地 方 財 政 の 状 況 の 報 告 を 受 領 し

た 。

内 閣

特 命 全 権 大 使 明 石 美 代 子

同 岩 田 達 明

同 神 余 ø 博

同 石 田 仁 宏

願 に 依 り 本 官 を 免 ず る （ 各 通 ）

（ 大 臣 官 房 参 事 官 ） 財 務 事 務 官 石 井 菜 穂 子

米 州 開 発 銀 行 総 務 会 第 五 十 三 回 年 次 会 合 臨 時 総 務

代 理 た る 日 本 政 府 代 表 代 理 を 命 ず る

米 州 投 資 公 社 総 務 会 第 二 十 七 回 年 次 会 合 臨 時 総 務

代 理 た る 日 本 政 府 代 表 代 理 を 命 ず る

期 間 は 平 成 二 十 四 年 四 月 二 日 ま で と す る

（ 大 阪 高 等 裁 判 所 判 事 ・ 大 阪 簡

易 裁 判 所 判 事 ） 判 事 兼 簡 易 裁

判 所 判 事 安 c 嗣 雄

願 に 依 り 本 官 並 び に 兼 官 を 免 ず る （ 以 上 三 月 十 六

日 ）

国 家 公 安 委 員 会

（ 警 察 庁 生 活 安 全 局 生 活 経 済 対

策 管 理 官 ） 警 視 長 世 取 山 茂

山 形 県 警 察 本 部 長 を 命 ず る （ 三 月 十 九 日 ）

警 察 庁

（ 警 察 大 学 校 生 活 安 全 教 養 部 長 ）

警 視 長 福 田 正 信

警 察 庁 生 活 安 全 局 生 活 経 済 対 策 管 理 官 を 命 ず る

（ 山 形 県 警 察 本 部 長 ） 同 塚 原 秀 利

警 察 庁 技 官 に 任 命 す る

警 察 庁 情 報 通 信 局 通 信 施 設 課 長 を 命 ず る

（ 警 察 庁 情 報 通 信 局 長 ） 警 察 庁

技 官 佐 野 淳

警 察 庁 情 報 通 信 局 通 信 施 設 課 長 事 務 取 扱 を 免 ず る

（ 警 察 大 学 校 地 域 教 養 部 長 ） 警

視 長 早 川 治

警 察 大 学 校 生 活 安 全 教 養 部 長 兼 警 察 政 策 研 究 セ ン

タ ー 付 兼 務 を 命 ず る （ 以 上 三 月 十 九 日 ）

復 興 庁

（ 国 土 交 通 省 大 臣 官 房 付 ） 国 土

交 通 事 務 官 藤 井 賢 一

復 興 事 務 官 （ 統 括 官 付 参 事 官 ） に 併 任 す る （ 三 月

十 六 日 ）

行 啓
皇 后 陛 下 は 、 三 月 十 六 日 午 前 九 時 三 十 分 御 出 門 、

「 大 阪 市 立 東 洋 陶 磁 美 術 館 コ レ ク シ ョ ン 悠 久 の

光 彩 東 洋 陶 磁 の 美 」 展 を 御 覧 の た め 、 サ ン ト リ ー

美 術 館 （ 港 区 ） へ 行 啓 、 同 十 時 三 十 六 分 還 啓 に

な っ た 。

御 祝 電
天 皇 陛 下 は 、 三 月 十 七 日 ア イ ル ラ ン ド 国 の 国 祭

日 に つ き 、 同 月 十 六 日 同 国 大 統 領 閣 下 へ 御 祝 電 を

発 せ ら れ た 。
産 業

日本工業標準調査会の調査審議を経て、平成24

年３月21日に下記の日本工業規格を制定したの
で、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第16

条の規定に基づき公示する。
平成 24年３月 21日

厚生労働大臣 小宮山洋子
国土交通大臣 前田 武志

記

制定された日本工業規格

飲料水及び下水事業に関する活
動`サービスの評価及び改善に関
する指針

Ｑ24510

（内容省略）

備考 内容は、日本工業標準調査会ホーム

ページ（http://www.jisc.go.jp）において

閲覧に供する。また、厚生労働省健康局水

道課水道計画指導室及び国土交通省水管

理・国土保全局下水道部下水道企画課にお

いても閲覧に供する。

e 閣 議 決 定 等 事 項 e

（ 内 閣 官 房 ）

三 月 十 六 日 （ 金 ）

〇 一 般 案 件 （ 抜 粋 ）

一 、 平 成 二 十 三 年 度 一 般 会 計 東 日 本 大

震 災 復 旧 ・ 復 興 予 備 費 使 用 総 調 書 及

び 各 省 各 庁 所 管 使 用 調 書 （ そ の 一 ）

一 、 平 成 二 十 三 年 度 一 般 会 計 予 備 費 使

用 総 調 書 及 び 各 省 各 庁 所 管 使 用 調 書

（ そ の 一 ）

一 、 平 成 二 十 三 年 度 特 別 会 計 予 算 総 則

第 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 経 費 増

額 総 調 書 及 び 各 省 各 庁 所 管 経 費 増 額

調 書 （ そ の 一 ） ¡
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を 事 後 承

諾 を 求 め

る た め 国

会 に 提 出

す る こ と

に つ い て

（ 決 定 ）

( 財 務 省)

一 、 バ ー レ ー ン 王 国 国 王 ハ マ ド ・ ビ ン ・ イ ー サ ・

ア ー ル ・ ハ リ ー フ ァ 陛 下 の 公 式 実 務 訪 問 賓 客 待

遇 に つ い て （ 了 解 ）（ 外 務 省 ）

〇 国 会 提 出 案 件 （ 抜 粋 ）

一 、 平 成 二 十 四 年 特 定 独 立 行 政 法 人 の 常 勤 職 員 数

に 関 す る 報 告 に つ い て （ 決 定 ）（ 総 務 省 ）

一 、 「 地 方 財 政 の 状 況 」 に つ い て （ 決 定 ）（ 総 務 省 ）

機械受注統計調査報告（平成 24年１月）（実績）
内閣府経済社会総合研究所

（調査の概要）
本調査は、機械等製造業者の受注した設備用機械類について、毎月の受注実績を調査したものであ
り、調査対象は主要機械等製造業者、調査時点は毎月末日である。
昭和62年４月実績より、調査対象社数を202社（うち機械製造業者178社）から308社（同280社）に
増加させるとともに、調査内容を拡充した280社ベースの調査に移行した。
平成23年４月調査より、日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に準拠して、需要者分類を変更
した。なお、公表については季節調整に必要なデータが蓄積されるまでの当分の間、従来の分類と接
続可能な移行表章による（巻末の別紙参照）。この間、新分類による計数は統計表のなかで参考表章
する。また、機械分類の「通信機」に含まれていた「携帯電話」を調査対象から外した。
主要需要者別機械受注額

（単位：億円、％）
平成23
年１～
３月

４～６
月

７～９
月

10～12
月

平成23
年10月 11 月 12 月 平成24

年１月

受 注 総 額 67,789 61,253 57,557 63,301 19,714 22,607 20,979 25,519

（ 10.1）（ －9.6）（ －6.0）（ 10.0）（ 3.2）（ 14.7）（ －7.2）（ 21.6）
〔 18.8〕〔 9.4〕〔 －2.5〕〔 1.4〕〔 －6.8〕〔 11.0〕〔 0.8〕〔 9.8〕

民 需 27,362 27,926 27,091 27,509 8,705 10,573 8,230 8,610

（ 3.0）（ 2.1）（ －3.0）（ 1.5）（ －9.2）（ 21.5）（－22.2）（ 4.6）
〔 10.8〕〔 15.4〕〔 3.6〕〔 －0.3〕〔 2.1〕〔 22.2〕〔－15.7〕〔 －2.9〕

日本工業規格
日本工業標準調査会の調査審議を経て、平成24

年３月21日に下記の日本工業規格を制定したの
で、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第16

条の規定に基づき公示する。
平成 24年３月 21日

厚生労働大臣 小宮山洋子
記

制定された日本工業規格
飲料水及び下水事業に関する活
動`飲料水事業のマネジメントに
関する指針

Ｑ24512

（内容省略）
備考 内容は、日本工業標準調査会ホーム
ページ（http://www.jisc.go.jp）において
閲覧に供する。また、厚生労働省健康局水
道課水道計画指導室においても閲覧に供す
る。

日本工業標準調査会の調査審議を経て、平成24

年３月21日に下記の日本工業規格を制定したの

で、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第16

条の規定に基づき公示する。

平成 24年３月 21日

国土交通大臣 前田 武志

記

制定された日本工業規格

飲料水及び下水事業に関する活
動`下水事業のマネジメントに関
する指針

Ｑ24511

（内容省略）
備考 内容は、日本工業標準調査会ホーム
ページ（http://www.jisc.go.jp）において
閲覧に供する。また、国土交通省水管理・
国土保全局下水道部下水道企画課において
も閲覧に供する。
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